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【論文要旨】
　本稿では換金作物栽培に特化している途上国の貿易構造の特性を分析し，アフリカ諸国経済の高
成長の背後にある構造的諸問題を考察する上での前段階として，経済及び貿易構造の概観を捉える
ことを目的とする。そこで他のアフリカ諸国とは異なり，独立後より高い経済成長率を示すととも
に「アフリカの優等生」と称されたケニアを事例として扱う。ケニアは，農業部門を主体とする多
くのアフリカ諸国が低成長状態にある中，コーヒーや紅茶など換金作物の輸出拡大を図ることで比
較的安定した成長を維持し続けた。しかしながら，政府によって農産物の生産及び輸出を管理，規
制する政策が強いられ，さらに多国籍企業によって富が搾取される構造は大多数の生産者にとって
負の要因となった。対外貿易を基軸として形成された農業政策は内包する政治的経済的諸問題によ
って生産者の収入を増大させるよりも，むしろ減退や貧困・格差の拡大を助長させ，さらには食糧
価格の高騰が貧困層に位置する農民の生活環境悪化に追い打ちをかけることとなった。市場主義中
心の世界経済において，換金作物を中心とする貿易構造は果たして途上国が抱える問題に如何なる
影響を及ぼしているのだろうか。
【キーワード】　アフリカの優等生　換金作物　搾取される構造　市場価格高騰　食糧問題
1．はじめに
発展途上国において経済発展や都市の近代化，イソフラ整備等を進める上で，外貨獲得や対外直
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接投資等に伴う技術移転が重要となる。特に農業を主体とする途上国では先進諸国の技術を導入す
るため，国内産業に対して外貨獲得が見込める輸出産品への生産特化を促し，設備や生産技術が改
善されるよう様々な政策を実施するなど，外部依存度の高い政策が主流となった。しかしながら，
これら輸出産品への特化は途上国を発展させるのであろうか。
　アフリカ大陸の東部に位置するケニアも農業を主体とする途上国の一つである。多くのアフリカ
諸国が独立後より社会主義的な政策を展開する中，ケニアはむしろ自由主義的な政策を実施したこ
とで，先進諸国からの融資を受けやすい環境にあった。また換金作物輸出が好調であったため，ケ
ニア経済は他のアフリカ諸国とは異なり，安定的且つ高い経済成長を実現するとともに，「アフリ
カの優等生」と称されるまでに至った1。ケニアが進めた換金作物栽培への特化は，確かにケニア
経済を高成長へと導いた。だが植民地支配期より続く農業部門主体の構造には，行政の問題や対外
貿易の問題，さらには市民生活を脅かす問題など，高度経済成長とは異なる実態が内在している。
そこで本稿では農産物輸出に特化した途上国であるケニアを事例として，その経済及び貿易構造に
おける特質及び問題点を明らかにする。
2．独立後ケニアの経済構造
　1963年に英国の植民地支配から独立を果たしたケニアは，特に1960～1980年代までの約20年
間，近隣のアフリカ諸国が経済成長のための方策を模索する中，高い経済成長を経験し「アフリカ
の優等生」と称された。その背景には，コーヒーや紅茶など農産物を中心とする対外貿易の拡大や
サファリツアーなど観光産業の発展によって，外貨の獲得を着実に増大させたことが挙げられ
る2。独立後より今日に至るケニアのGDPに占める産業部門の平均比率は，農業，工業，サービ
ス業の3部門に大別すると，農業部門がおよそ29％，工業部門が19％，サービス業部門が52％と
なる。また，サービス業部門のなかでも，観光業部門については年平均でGDPの10％程度を占め
ている。もっとも農業及び工業部門については対外貿易に依拠することが多く，観光産業に関して
も先進国を中心とする外国人客の流入状況に左右されているため，ケニア経済は外部依存度が非常
に高い経済構造となっている。図1に示す貿易構造の推移を見る限り，輸出に関してケニアは一
次産品の輸出がその大多数を占めている。特に農業部門は，英国植民地支配の時代より換金作物栽
培に特化した農業形態を採用しており，また労働人口のおよそ70％以上が農業に従事しているこ
とや輸出に対する比重の高さなどから，ケニアにおける最重要産業として位置付けられている。鉄
鋼や石油製品を中心とする一次産品以外の商品輸出に関しては，1990年代以降その割合を拡大さ
せているものの，その多くがアフリカ域内，特に東アフリカ地域や南アフリカなどへの製品・部品
輸出で構成されている。つまり先進諸国から輸入した工業製品（部品）をアフリカ域内へ輸出して
いるため，工業・製造業部門の高度化と安易に捉えることは出来ない。ケニアの輸出構造は，国内
1北川勝彦，高橋基樹［2004］，88ページ。
2高橋基樹［2000］，14ページ。
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図1　ケニアの貿易額に占める一次産品及び農産物割合の推移（％／年）
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（出所）FAOSTAT（2009年6月22日閲覧）及びWorld　Bank［1978－2009］より著者作成。
経済の高度化を推し進めているとはいえ，その主軸は農産物を中心とする一次産品にあり，また労
働者の大半が農業部門に何らかの形で関与している3。
　輸入に関しても，工業機器や鉄鋼，自動車といった機械製品及び部品，原油や電力などの燃料が
大多数を占めている。これはケニア国内では原油などの天然資源がほとんど産出されないこと，急
激な経済成長による中心部の都市化及び人口増加に伴う電力需要の増加，そして工業化を進展させ
るための機械製品の導入等が政府主導によって進められたためである。
　これら貿易構造の推移からも，ケニアが外部依存度の強い経済構造にあることが読み取れる。ケ
ニア政府が作成する5力年計画においても，独立後ケニアの経済成長及び計画目標の達成には，
輸出の拡大と観光産業の活性化（海外旅行者の獲得）が必須条件であることが挙げられる4。よっ
3須藤裕之［2003］，12ページ。
’lRepublic　of　Kenya［1969］，　pp．　iv－17．
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図2　ケニアにおけるGDP及び農業部門の年平均成長率の推移（％／年）
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（出所） United　Nation　Statistics　Division（2009年7月5日閲覧）及びケニア統計局（2009年7月12日閲覧）
より著者作成。
て，ケニアに外部依存度の強い構造をもたらした要因の一つは，何よりもまず経済成長を優先させ
る政策が展開されたことにあったと言える。
　そこでケニアの輸出に占める主要産品である農産物及び農業部門について分析を行うと，経済成
長と農業部門の成長との連関が見られる。図2を見る限り，ケニアの経済成長及び農業部門の年
平均成長率の推移は大部分の年代で並行して変動していることが確i認できる。特に1977年には，
1980年代までケニア最大の輸出換金作物であったコーヒーの市場価格高騰の影響もあって，年平
均9％以上という非常に高いGDP成長率を示している。ただし，1979～1984年に関しては，農業
部門の成長とGDP成長率との間に相関関係が見られにくい。特に1979～1980年及び1982～1983
年における両項目の成長率の隔たりについては，他の年代と比較して上昇及び停滞の推移が反比例
の関係あるため，同年に関してはケニアの政治経済を取り巻く状況について分析考察を行うべき事
象であると考える。
　まず1979～1980年の農業部門の後退は，干ばつの被害によってケニアの主要換金作物である
コーヒーの生産量が減少したこと，また1977年をピークに，1978～1980年にかけて，コーヒーの
市場価格が30％近くも下落したことが要因として挙げられる。他方でGDP成長率に大幅な後退が
見られなかったのは，構造調整政策の受け入れによって，ケニアに流入する融資が増大したためと
考えられる（表1参照）。
　また1982～1983年における農業部門の成長は，①農業部門以外の産業が後退したことに伴い，
農産物輸出に対する比重か高まったこと，②主要換金作物であるコーヒーや紅茶が豊作であったた
め，輸出量が前年に比べ10～20％程度の増大を示したことが要因と考えられる。にもかかわらず
GDP成長率が停滞した要因は，農産物の生産量が増加する一方で一次産品ブームの沈静化により
市場価格そのものが下落傾向に陥り，農産物輸出総額が停滞したことが挙げられる。そのうえ，農
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表1貿易赤字，対外債務及び直接投資額の推移（US＄1million）
1977 1980 19851990 1995 2000 2005
貿易赤字総額 71 1，006 460 1，091 900 1，550 2，910
対外債務残高 1658．9 3386．8 4180．67055．1 7309．0 6144．9 6169．2
長期債務借入 282．3 358．7 468．5 582．1827．3 5064 209．3　　　［
返済総額 一 713 553 777 677382
対外直接投資額 79 18 57 32 111
??＿﹇
（出所）World　Bank［1978－2009］，［1985－1996コ，［1997－2009］及びUnited　Nation　Statistics　Division
　　　　（2009年7月5日閲覧）より著老作成。
産物以外の輸出全体の売上が停滞傾向にある中，為替レートの変動（ケニアシリング安）に伴う貿
易赤字の拡大によって，1978年以降から貿易赤字が急激に増大したことも要因として挙げられ
る5。貿易赤字の増大を補うため，さらには年平均10～11％という国内市場の急激なインフレに対
する社会保障費等を確保するため，対ケニア投融資の増大が実施されるよう世界銀行・IMFとの
交渉が進められた結果，ケニアに対して世界銀行主導による構造調整政策が実施されることとなっ
た6。だが構造調整に伴う国営企業の民営化や市場の自由化はケニアの経済構造に良好な変化をも
たらすには至らず，むしろ更なる不安定状態に陥った7。もっとも，1980年代後半に経済成長率の
上昇がみられるが，これは構造調整政策による影響よりも，コーヒーなどの換金作物における国際
市場価格の一時的な上昇が要因としては大きいと考えられる。ケニア経済の安定的な成長のために
は，農業部門の成長及び換金作物を中心とする輸出の拡大，及び貿易赤字の縮小が不可欠の要素と
なっている。
5このとき，1米ドル当たりのケニアシリング（Kenya－Shilling：KSh）の為替レートは，1978年lKSh7．2，
　1980年：KSh7．4，1981年：KSh9．O，1982年：KSh10．9，1983年：KSh13．3，1984～1985年：KSh16．4となっ
　ている。
61980年，アフリカ諸国の中でもいち早く構造調整政策を受け入れたケニアは，元来他のアフリカ諸国とは異
　なり西側寄りの経済政策及び外交政策を展開していた「アフリカの優等生」であり，また1970年代までは財
　政支出や物価上昇率の抑制においても良好な成果を上げていたため，世界銀行やIMFなどからの融資が享
　受されやすい国家ではあった。もっとも，ケニアが西側寄りの政策を展開する傾向にあり，更なる融資獲得
　のためとは言え，モイ政権（当時のケニア政権）にとって構造調整政策政の受け入れはやはり不都合なもの
　であった。1978年に政権交代を果たしたモイ大統領にとって政府の市場介入及び国営企業の展開は，国内の
　雇用を促進させるとともに，政権に対する支持基盤の強化や不満の解消を促す上で利用価値の高い存在であ
　った。そのため，構造調整政策によって国営企業が解体され，政府介入の規模が縮小されることはモイ政権
　の意図に沿うものではなかった（北川勝彦，高橋基樹［2004］，106～107ページ）。
7このとき構造調整政策の実施と引き換えに獲得した対外債務は，大部分がインフラ等基盤整備や国内の主要
　都市における更なる都市化・工業化のための費用に投じられたこともあり，短期的には国内経済の悪化を改
　善するには至らなかった。
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2．貿易構造及び換金作物経済
　（1）農産物輸出における中心的作物の変容
　ケニア経済の成長における農業部門の比重の高さ及びその重要性について論じてきたが，では具
体的に如何なる換金作物が主要作物として生産され，また政策において重視されているのか。農産
物輸出の推移を見る限り，ケニアにおける主要換金作物としては，英国植民地時代より白人入植者
らによって栽培されるようになったコーヒーや紅茶，そして1980年代以降よりケニア政府主導の
もと，本格的に栽培が展開された切り花やパイナップルなどの園芸作物が挙げられる。
　表2は主要農産物の輸出に占める割合，そして図3ではそれら主要換金作物の品目別輸出額の
推移を示した。独立以降より現在に至るまでケニアにおける輸出の50％以上が農産物であり，さ
らに1980年代まではコーヒー1990年代以降から紅茶の輸出割合の高さが著しくなり，2000年代
以降からは切り花を中心とした園芸作物の輸出規模が拡大している。園芸作物を除くその他の換金
作物として，砂糖やサイザルなどが挙げられる。表2及び図3に示した農産物輸出の推移を見る
限り，1980年代まではコーヒーが農産物貿易を先導し，1980年代後半より紅茶がその役割を引き
継ぐ形となり，さらに1990年代後半に入ると園芸栽培された切り花や果物などの作物が台頭する
ようになった。
　ケニアの農業政策は数種類の換金作物の生産拡大を推し進め，さらに新規市場の開拓によって海
外向け農産物の生産・輸出拡大を図るものであり，これら政策によってケニアは雇用の促進及び安
定した経済成長を達成してきた8。では，多くの農民に金銭的恩恵を与えてきた農産物に関して，
表2　輪出に占める農産物の割合（US＄1　million・％！年）
　　　げP970 1980 町ρ@　　，1ggo 2000’@高げ輸出総額 304．9 1382．1 1094．7 1774．0
農産物輸出 177．558．2％《100）693．4戯％（100翼687．56激8％（1醐1017．95鱗4％〈1爾
一コーヒー 62．42α5％醜2＞290．5　　　脇　　　　　　　　　　Fm繍勲塒 194．4撚眺《2＆3） 153．8蓉1燃1鋤
一紅茶 40．2’1翫甥繊6）’ 171．2’擁蝦鐵搬 276．8　　匹a鋸鱗鋤 461．9　　猛ﾁo％（祐護》
一サイザル 5．3 1、7％ぐ㈱》 23．7 欝蝋瞬 16．7 灘鑑鄭2諺 7．9 　　　　「@蝦i《鋤 　　　｝
一小麦 3．8 1藩簸騒1簗 0．1一㈱難獅磯・ 0㌶蟻O蝋癌鱗 0．1 劔鰍㈱）
一砂糖 0．01・oの簸鍍㈱藝 28．4 麟麟4灘　　工 0．07 ㈱懸《熾瞭 1．6鞠ニユ敷励）
一その他 65．821銚騰礁179．4　巾配Z鰯飾麟 199．61＆2蝋2曲） 392．7鋤密聯）
（注）　括弧内の数値は，農産物輸出に占める割合（％）を示したもの。
（出所）FAOSTAT（2009年6月22日閲覧）より著者作成。
8しかし一方で，換金作物輸出の増大は，次第に農業部門に対するケニア経済の依存度を増大させていった。
　さらに農業部門への依存は，国内産業を発展させる上で，基盤としてあまりにも脆弱なものであった。広大
　な土地を有するにもかかわらず工業化や生産技術の進歩に乏しいケニアは，急激な経済成長を遂げる一方
　で，他のアフリカ諸国と同様に，既存の資源を十分に利用することが出来ず，むしろ技術力及び資金力の不
足などを背景に一部の資源を酷使し，国力を枯渇させているとも考えられる。
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図3　ケニアの主要換金作物4品目における輸出額の推移（＄1，000／年）
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（注）　　園芸作物については，1987年以前の統計数値が不明のため，1988年以降の数値より記載。
（出所）FAOSTAT（2008年10月17日閲覧），　The　Economist　lntelligence　Unit（EIU）［1989－2008コ，及びケニ
　　　ア統計局（2009年7月12日閲覧）より著者作成。
ケニアに導入された経緯やそれら作物を取り巻く状況は如何なる変容を遂げてきたのか。主要換金
作物であるコーヒー，紅茶，園芸作物の3品目に焦点を当てて分析・考察を行う。
　（2）コーヒー，紅茶，園芸作物の概観
　植民地支配下で展開されたコーヒーや紅茶などの換金作物は，18世紀後半より国際的な需要増
大を背景に，英国及びヨーロッパ人入植者にとって大きな収益を与える商品であった。そして，
コーヒーや紅茶，サイザルなど，世界市場で競争できる商品が生産可能となる土壌を有していたた
め，東アフリカ植民地は大英帝国に経済的利益をもたらした9。植民地支配によって展開された換
金作物栽培は，独立後においてもケニアの主要産業として発展し続けた。ケニアの輸出全体に占め
るコーヒー及び紅茶の割合は，1960年代で年平均29．2％，1970年代では年平均37．7％，1980年代
には年平均45．6％となり，輸出に占める割合を年々拡大させていた。また1990年代からコーヒー
の輸出が停滞し始めると，1980年代からケニア国内で展開されるようになった園芸作物の輸出
が，コーヒー輸出の減少を補填するかのように，ヨーロッパ向けを中心に輸出を増大させていった。
1990年以降，輸出総額に占めるコーヒー・紅茶・園芸作物の3品目の割合は年平均50％以上であ
った。特に，紅茶及び園芸作物の2品目で見ると，その割合は1990年代で年平均36．2％，2000年
以降では年平均45．7％に上る。しかし，換金作物に対する比重の増大及びこれら作物の輸出を中心
とする貿易構造がもたらした経済成長は，ケニア経済の実態と結び付くのであろうか。
9栗本英世，井野瀬久美恵［1999］，197ページ。
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　（i）コーヒー
　植民地支配の時代からケニア国内で栽培されるようになったコーヒーは，独立以後も主要産業と
して100年以上に渡って栽培が行われている。ケニアに入植し，コーヒーや紅茶の栽培を展開した
ヨーロッパ人の大多数が，ケニア中央部の肥沃な土地を占有し，大農場やプランテーショソを形成
した。これら農…園を営むヨーロッパ人入植者は，1900年頃には十数名程度であったが，1950年代
には数千人規模にまで拡大し，入植者及び農園の規模拡大に伴って，アフリカ人労働者の雇用を増
大させていった10。このアフリカ人労働者の確保はヨーロッパ人入植者にとって不可欠の要素であ
ったが，他方で大農園での労働を強要されたアフリカ人にとってもコーヒーなど換金作物の栽培方
法を獲得するという点では「意義」があった11。そして，英国植民地支配から独立を達成した1963
年から1980年代に見られるケニア経済の高成長にとってコーヒー産業は不可欠の要因であり，特
に1970年代後半におけるコーヒー輸出の規模は，国際市場における価格高騰によって拡大した12。
1967年から1977年の10年間で，輸出量が1．9倍に増大し，輸出額においても1967年から1977年ま
でで11．4倍にまで拡大した13。
　しかし1980年代以降，国際市場価格は徐々に下落し，国際コーヒー協定（International　Coffee
Agreement：ICA）が崩壊した1989年前後で1ポソド当たりの市場価格が100米セントを割り込む
ようになった14。国際市場におけるコーヒー価格の下落を受けて，ケニアの農業部門は徐々に他産
業への切り換えを推し進めるようになった。1990年以降になると，農産物輸出におけるコーヒー
輸出の割合は減少傾向へ向かい，1980年代まで輸出総額の40％以上を占めていたが，1990年代に
10犬飼一郎［1976］，134～137ページ。
11もっとも，植民地支配及びヨーロッパ人入植者による農場の展開は，現地アフリカ人から労働力と共に土地
　を収奪するものでもあったため，たとえ換金作物栽培の享受という要素が内在していたとしても，アフリカ
　人にとって反抗心や敵意を抱かせる行為であった。
ユ2ただし，コーヒーの生産が可能となる土地はケニア国土の1割程度にすぎず，またコーヒー生産を行ってい
　る農民が主にケニヤッタ大統領の出身部族であるキクユ族だったこともあり，コーヒー生産による収益及び
　政府によるイソフラ整備等が一部分に集中した。そのため，ケニヤッタ政権下において，コーヒー輸出の増
　大によってケニア経済が急成長を遂げるも，国民内における貧富の差は拡大する傾向にあった（津田みわ
　［2003コ，25～26ページ）。
13コーヒーの輸出量及び輸出額は，1967年で50，800t／4．4百万米ドル（1t当たり864．5米ドル）であったのが，
　ニューヨーク市場での価格高騰により，1977年には96，200トソ／5億米ドル（1トソ当たり5193．5米ドル）で
　取引された。
14国際コーヒー機関（ICO）によって執行されたICAは，ブラジルやウガンダなどコーヒー生産国及びアメリ
　カを中心とする消費国の数十力国間で輸出量割り当てを設定し，市場価格の安定を図るという多国間協定で
　ある。市場価格が一定の範囲に保たれたことで，途上国を中心とするコーヒー生産国の農民はコーヒー輸出
　により安定した収益を獲得していた。だが，生産大国であるブラジルと消費大国であるアメリカの間で貿易
　に関する対立が起こり，ICAは1980年代半ばより機能不全に陥り，さらに1989年に同協定は崩壊すること
　となった。コーヒーは，先物取引であるため，売買業者にとって金融商品の一つにしかすぎず，その上，ブ
　ラジルなどのような生産大国以外の生産国が市場価格に影響を与えることは難しい。そのためケニアを含め
　たアフリカ諸国などコーヒー生産を行う途上国は，国際市場の価格動向に支配されている。
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は年平均20％程度に下落し，さらに2000年以降に入ると年平均で約8％にまで後退した。ケニア
経済を支え続けたコーヒー産業がこのように衰退していった背景には，ICAの崩壊に伴う市場価
格の不安定性及びコーヒー生産においてベトナムなどアジアの新興国が台頭したことが挙げられる。
　その上，ケニアのコーヒー生産は，マーケティソグ・ボードを介して政府が土地や生産量の規
制，さらには品質管理・格付け等を行っていたため，官民癒着の構造を生み出すものでもあっ
た15。そのため大多数の農民は，政府高官に対し賄賂を用いるだけの資金力に乏しく，コーヒー生
産による収益だけでは生活を維持出来ない状況に陥った。コーヒー産業を取り巻く国内環鏡は，他
産業・多品種への切り替えを行うだけの余力のある農民がコーヒー産業からの撤退を選択する上で
十分な理由となる。コーヒー産業の成長はケニア経済を牽引する要因となったものの，政府による
搾取と国際市場の動向によって生産者の困窮を改善する要因とは成り得なかった16。
　（ii）紅茶
　1980年代半ばからコーヒー輸出が後退する一方で，ケニア最大の輸出産品となったのが紅茶で
あった。紅茶はコーヒーと同様に英国植民地支配期からヨーロッパ人入植者らによってケニア国内
に展開された。独立以後も，栽培方法が現地農民に普及していたことや他の作物に比べて収益率の
高い作物であったこと，世界有数の紅茶消費量であった・fギリスが主要貿易相手国だったことか
ら，紅茶生産はケニア国内に拡大していった。そして1980年代には，市場価格の下落によって停
滞するコーヒーに代わり，紅茶がケニア最大の輸出商品となった。このとき，紅茶の市場価格は下
落傾向となったが，コーヒーの市場価格のように急激な下落とはならず，また生産量が増加傾向に
あったことも重なり，紅茶は低成長を維持するに至った。1990年代に入ると生産技術の向上によ
って1ha当たりの生産量は増大し，1980年代の平均生産量の1．8倍にまで達した。市場価格におい
ても，1980年代後半の急落から1990年代以降は徐々に上昇しており，ケニアの紅茶産業にとって
は更なる市場拡大を達成する環境が整iった状況にあった。
　世界の紅茶生産量及び輸出量においてケニアは常に上位に位置しており，特に1995年はイン
ド，スリラソカ，中国を抜き世界一の輸出国となっている。2000年以降も生産量及び輸出量に
15農民がコーヒー生産によって得られる収入は，基本単価が低額である上に，輸出諸税やマーケティング・
　ボードによる経費が差し引かれるため，我々が小売店などで目にする販売価格の5～10％程度である。この
　ような低収入であった一方で，市場価格が停滞傾向にあった1980年代以降において，コーヒー生産者に対す
　る政府からの支援は縮小傾向にあった。コーヒー生産に対する支援縮小には，食糧不足のためにトウモロコ
　シなどの生産を重視すること，市場価格の下落を契機に他産業の育成を図ることが表面上の要因として挙げ
　られる。だが他方で支援縮小の背景には，コーヒー生産者の多くがモイ大統領の出身部族であるカレンジン
　族と対峙するキクユ族であったために，敵対部族の勢力を弱体化させること及び支持基盤に対する支援を拡
　大させるというモイ政権の意図が存在した。
16もっとも，ICA崩壊以後のコーヒー輸出による収益性減退によって，マーケティング・ボードは政府に対し
　利益を創出させる機能を失っていた。そのため，現状のコーヒー生産・輸出の規制及び管理に対する政府の
　影響力は希薄化したと考えられる。
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おいてスリランカ，中国と競合する世界有数の紅茶生産・輸出国となっている。ケニアの紅茶産
業が成功した背景として言及されるのが，国営事業であったケニア紅茶開発公社（Kenya　Tea
Development　Authority：KTDA）によって，小農部門を中心に栽培されていた紅茶の生産・輸出
等管理が統括されたことであった17。政府による換金作物栽培への特化を基軸とした農業政策の一
環として，KTDAを介して展開された紅茶生産に対する技術指導や販売路の統括管理，生産拡大
を目的とした融資等の支援政策が，結果として小規模農民による高品質作物の生産及び生産量の拡
大を可能にした18。2003年に園芸作物がケニア最大の輸出産品となったものの未だ紅茶産業の存在
価値は非常に高いため，紅茶産業はケニア経済の成長を牽引するのかもしれない。だが生産老を取
り巻く困窮状況の改善が見られないことから，紅茶による利益の大部分が多国籍企業に搾取される
ことが想定される。そのため，たとえ輸出量が増大傾向であったとしても生産老が紅茶によって得
られる収益が増加する可能性は希薄であり，またコーヒーから紅茶へ生産する作物を転換したとし
ても，農民が貿易や市場を介して搾取される構造からの脱却には帰結しない。
　㈹　園芸作物
　1990年代，ケニアの主要農産物がコーヒーから紅茶へ転換する中，切り花や野菜，果物などを
中心とする園芸作物輸出がケニアの主要産業として注目されるようになった。1967年に政府直轄
の機関として設立された園芸作物開発局（Horticultural　Crops　Development　Authority：HCDA）に
よって，園芸作物の生産及び輸出の管理が行われてきたが，コーヒーや紅茶が国内生産の主軸とな
っていたこともあり，1970年代初めまで国内での生産規模が拡大する様相はほとんど見られなか
った。しかし，1970年代よりカーネーショソなどの切り花栽培が国内で徐々に展開されるように
なると，欧州からの需要が徐々に増し，園芸作物の栽培が国内産業としてケニアに浸透していった。
1980年代には，切り花の中でも需要が高いバラの栽培が本格的に行われるようになり，園芸作物
の輸出額が全体の10％程度を占めるようになった。そして1998年は，園芸作物の輸出はコーヒー
の輸出額を上回る2．47億米ドルにまで増大し，さらに2003年の輸出額は紅茶の輸出を上回るまで
に成長を遂げた。園芸作物は本格化から僅か20年で，紅茶や観光産業を超えて，ケニア最大の外
貨獲得源となった。またこれら作物は主にヨーロッパ向けに輸出されており，欧州市場の約25％
をケニアが占めている。これら成長の背景には，市場の自由化に伴って主要輸出相手国であるオラ
17コーヒー産業におけるマーケティソグ・ボード（ケニア・コーヒー・ボード）に見られるように，主要農産
　物に対してケニア政府の管理・規制が行われていた。そして紅茶産業における政府管轄のマーケティング・
　ボードとして機能していたのがKTDAとなる。
18もっとも，KTDAによる生産管理等の業務には，生産者から紅茶を買い取る際の価格調整が含まれるた
　め，生産者の収益率を向上させる上で弊害ともなっている。ケニア国内で総選挙や大統領選挙が行われる時
　期を中心に度々暴動やデモが発生しているが，こうした騒動は，政府・行政が行う不正問題に対する糾弾と
　ともに，マーケティング・ボードによって政府が多額の利鞘を得ていることへの反感も要因の一つとなって
　いる（大倉三和［2000］，38ページ）。
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ンダなど欧州の民間企業が切り花市場をケニア国内に移転・開拓したこと，及び園芸農業を取り巻
く灌概設備等の充実が図られたことが挙げられる。その上，園芸作物は他の農産物と比較して天候
の変化に強い作物であったことから，年間を通じて安定した生産量を確保することが可能であっ
た。ケニアの切り花輸出は，欧州市場向けに限らず近年では日本への輸出も増加しつつあることか
ら，今後のケニア経済を左右するものであり，また国際市場でケニアが一定の主導権を握る可能性
を持つ数少ない分野ではある。しかしケニアの切り花産業が成長した要因にはオランダやイスラエ
ルなどの多国籍企業による介入がある。特にオランダは欧州に輸出される切り花の市場があり，欧
州向け輸出を主とするケニアの切り花は必然的にオラソダを介することとなる。ましてや膨大な設
備投資を必要とすることから，切り花栽培がケニアで産業として成立するためにはオランダの切り
花市場への販路が確立されている多国籍企業による介入が不可欠であった。外国資本が主体となっ
ているために，切り花産業の成長は確かに数値の上ではケニア経済の発展に貢献している。だが，
その大半は多国籍企業と一部の富裕層によって抑えられるため，実態としての貢献はわずかでしか
ない。
　農業部門を経済の主軸とするケニアは，主要換金作物の生産を特化させる政策を展開し，また停
滞する作物から他の作物への切り替えを促す政策を実施することで，安定的で且つ順調な成長を図
っている。これら政策及び対外投融資の影響もあり今日のケニアは，2008年こそ不安定な国内情
勢を反映したものの，概して経済的には好調を維持し続けているようである。しかしながらコー
ヒーや紅茶，園芸作物といった換金作物の生産拡大は，貧困層に位置する生産者の状況を改善出来
ず，また富裕層によって搾取される構造を変化させることもない。換金作物を主体とする貿易構造
はむしろ事態を悪化させているだけである。
3．換金作物への特化がもたらす諸問題
　1970年以降から現在に至るまで，ケニアのGDPに占める農業部門の割合が年平均30％以上に達
しており，またコーヒーや紅茶などの換金作物の輸出高がGDP成長率に比例している点から，換
金作物栽培を中心とする農業部門の輸出拡大はケニア経済が高成長を成し遂げる上で重要な要素で
あった。だが労働人口の70％以上を占める農民（土地無し農民を含む）の大半が十分な収益を農
産物生産から得ることが出来ず，平均所得が1990年代で非農業部門労働者の3分の1程度となっ
ていることから，多くの農民が経済成長の恩恵を享受出来ずにいる。その上，換金作物への特化
は，貧しい生産者から「搾取される構造から脱却する機会」を収奪していることも想定される。こ
れら負の影響としては，①農業部門への政府介入と官民癒着の構造，②市場価格の変動，③土地不
足及び疲弊，④食糧不足と価格高騰が挙げられる。
　政府が経済構造に介入することで様々な問題を引き起こすという事象はケニアに限らず様々な国
で見られる。これらは各国によって及ぼす影響が異なるが，ケニアにおいては特にレント・シーキ
ソグの問題及び政治と部族間に見られる結び付きが挙げられる19。レント・シーキソグは，マーケ
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ティング・ボードを介しての生産・販売量管理，さらには売買権や土地所有権等の規制を実施する
ことにより，政府役人が農民から富を搾取する構造，さらには癒着を生みだす構造となっている。
例えばコーヒーについて言及すれば，政府役人との癒着関係にある農民はコーヒー売買の際に割り
振られる格付けが上位に位置づけられるよう豊富な資金力を投じて不都合な各種規制や管理を排す
ることが可能となる。だが大半の農民は役人を買収するだけの資金を有しておらず，規制による生
産・販売等の制約を直接被ることになる。マーケティソグ・ボードは，政府が生産・販売を管理す
ることで市場価格の安定化を図る一方，農民間の貧富の差を助長する。そのため汚職の温床となる
マーケティソグ・ボードは非効率であり，且つ国内の農業部門を停滞させるものという見方が一般
的である20。ただし，レソト・シーキソグに関してカーソ・サソダラム（Khan　and　Sundaram）は
「レントの存在しない非現実的な市場モデルに基づいて政策決定者が政策の遂行を試みるのであれ
ば，グローバル化も経済自由化も成功する見込みはなくなる。それでもレソトの存在しないモデル
に捨て難い魅力があるのは，事実の裏付けがあるからではなく，政策的含意を理解するのがはるか
に容易だからである21」というレント・シーキングの存在を肯定し受け入れる視点を示している。
レント・シーキングが皆無とはなり難い状況を考えれば，レソトの廃絶よりもむしろ如何にレント
を有効利用して途上国の経済成長を促進させるかを模索することが効果的なのかもしれない。
　また政治と部族間との結び付きが国内産業の発展にとって阻害要因となる事象も見受けられる。
アフリカ諸国は欧州列強国によって国境を分断されたため複数の部族が存在し，各部族がそれぞれ
に影響力を有している。そのため大小合わせて40以上の部族が存在するケニアにおいても，主要
部族を支持者として取り込むことは政権獲得及び国家の安定的統治を行う上で重要となる。独立後
よりケニアの政治体制は人口比率の高い部族を中心に構成され，各政権は支持基盤を確保するため
自身の出身部族を優遇した政策を展開している。初代大統領に就任したケニヤッタ（Jomo
Kenyatta）は，ケニア最大部族であるキクユ族出身であり，閣僚や官僚にキクユ族を配置するこ
とで国内の政治経済を掌握し，さらに雇用支援や社会保障などの政策を人口の大多数がキクユ族と
なる地域を中心に実施した22。1978年に政権交代を果たしたモイ（Daniel　Toroitich　Arap　Moi）も
同様の政策を展開している。キクユ政権から排除された部族であったカレソジソ族出身のモイは多
数派部族であるルオ族やルシャ族からの支持を獲得し権力基盤を確保すると，キクユ族支配の構造
を切り崩す政策を展開した。モイ政権は行政からキクユ族及びキクユ派閥の官僚を排除し，キクユ
族農民が中心であったコーヒー産業への融資を縮小することで，キクユ族中心からカレソジソ族中
19ここで取り上げるレソトは，生産物の売買において創出された「利鞘」を意図しており，またレント・シー
　キソグはレントを創出，維持するために費やされる資源，努力，支出を指す（カーソ，サンダラム［2007］
　参照）。
20Lofchie［1989］，　p．61，
21カーン，サソダラム［2007コ，183ページ17～22行目。
22Gibbon［1995］，　p．73．
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心の政治経済体制への移行を進めた23。ケニアの政治構造は，他の多くのアフリカ諸国も類似した
様相が見られるが，政治的指導者が帰属意識を利用して自身の利権獲得のために行動すること，獲
得した利権を維持するため自身を支持する部族の優遇，そして他の部族の排斥という構図の繰り返
しである。そのため，権力闘争の構図に巻き込まれた下層農民は，収益性の高い作物に栽培を特化
したにもかかわらず政権の都合によって生産拡大の機会を失い，政策上の冷遇を受ける危険性に曝
されている。
　そのうえ，政治的冷遇を被ることなく換金作物の生産を拡大したとしても，国際市場の動向に左
右されるため，農民は常に収入が不安定な状態にある。ケニアの主要輸出産品であるコーヒー，紅
茶は，1970年代の市場価格高騰と輸出割り当て量の拡大によってその輸出量・輸出額を急激に増
大させたが，1980年代に入り市場価格が下落すると輸出量に制限が課され，生産拡大によって発
生した大量の在庫を抱えることとなった。一部は闇市などに流出したが，多くの在庫は農民が抱え
ることになり，農民は生産に投じた資金の回収が困難な状況に陥った。紅茶産業は回復の兆しを見
せているが，コーヒー産業は市場価格停滞とICAの機能不全によって復調の可能性を喪失した。
輸出規制の撤廃によって参入したベトナムなど生産増大を進めた新興国の影響も重なり，市場価格
は急激に下落し，ケニアなどコーヒー輸出に強く依存していた途上国はそのまま後退するか，早急
に新規産業を開拓するかの選択に迫られることとなった24。農産物価格が下落する一方で燃料や製
品輸入の増大によって貿易赤字が拡大し，政府は社会保障費等を拡大させることとなった25。もっ
とも，社会保障費や農業部門への支援拡大は政権を支持する部族・派閥に優遇されてきたため，多
くの農民が困窮する状況下に置かれた。
　ましてや農産物の生産可能な農地は限られている。年平均2％という人口増加率に伴い年々農業
に従事する人口が拡大する中，農地開発は急激な進展を見せることなく，1960年代から2000年以
降までで拡大した農地は約2万km2程度であった。これはケニアの国土全体の3％程度であり，
農業従事者が2倍近く増加していることを考えると農地の確保は不十分と言える。大規模土地所
有者はプランテーション農園を展開することで収益を増大させているが，他方で小規模農園主や土
地無し農民は農業だけでは十分な収益を得られず，副業を営むことで辛うじて生計を維持するとい
う土地所有を巡る格差が生じた。その上，不十分な農地による生産量不足を補填するために行われ
た休閑期の縮小及び農業用地の酷使は土地を着実に疲弊させ，その機能を減退させた。農地不足は
土地所有に伴う貧困問題を生み出し，更に農地不足と生産能力の低下は収穫量の減少や他の換金作
物への転換に悪影響を及ぼすことから，換金作物への特化とそれに伴う土地の酷使はむしろ農業部
門の開発を停滞させることにも繋がる26。
23　1bid，　pp．76－77．
24福田邦夫［2008］，109ページ。
25Republic　of　Kenya［1979］，　p．　iii．
26池野旬［1986］，62～65ページ。
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　換金作物への特化は，生産者に対して政治的経済的問題や土地問題など様々な弊害を引き起こ
し，更には食糧にも影響を及ぼしている。元来ケニア国内に形成されていた自給自足の構造は，植
民地支配以後に顕著となった貨幣経済の浸透及び購入財需要の増加，社会サービスの拡大によって
崩壊した27。農民は貨幣を求めて食糧生産から換金作物生産へ転換し，それまで自給生産されてい
た食糧は市場で購入されるようになった。生産者は更なる収入拡大のため土地の購入や設備投資を
行った。その結果，資財を十分に投じた一部の生産者が富裕層となり，それ以外の大多数の生産者
は不十分な投資のために生産拡大が進展せず，更なる余剰が得られない状況へと陥った28。大部分
の農民は換金作物から得た収入の大部分を食糧など生活手段の購入に費やしている。ケニア政府
は，農業部門の発展がケニア経済全体の成長にとって不可欠であり，さらに農業による収入の増加
が貯蓄の増大及び外貨獲得の促進を生み出すとして，独立後より換金作物栽培への特化を中心とし
た政策を展開してきた29。1980年代以降から食糧増産及び自給に配慮し，トウモロコシや小麦の生
産拡大を盛り込んだ政策を実施したが，基本的な農業政策は換金作物栽培への特化と生産・輸出環
境の改善であった30。トウモロコシや小麦などの食糧生産に関して，生産量は年々微量の増加を示
しているが，穀物の国内消費量のすべてを賄うことは出来ず，そのうえ天候不順や干ばつ，疫病な
どの発生による収穫量が減少する危険性をも内包している。そのため政府は，豊作年には政府が穀
物を生産者から買い取り，また不定期ではあるがトウモロコシや小麦を他国から輸入して，穀物収
穫量の不作年に備えて十分な在庫量を確保することが求められた。しかしながら換金作物輸出に依
存するケニア経済及び政府財政において，天候や疫病が穀物収穫量の減少要因となる際，必然的に
農産物である換金作物の収穫量が同様の要因によって多少なりとも減少することを示唆していた。
換金作物によって獲得した収益を同じ農産物である食糧の購入に投じるという状況下にあって，穀
物の在庫量不足は食糧輸入の増大及び国内市場での穀物価格高騰を農民にもたらした。
　図4で示したケニアで主食とされるトウモロコシの在庫及び輸入量の変化と市場価格の推移を
比較する限り，1993～2003年の10年間，トウモロコシの輸入拡大と市場価格の動向には概ね連関
が見られる。1996～1997年に穀物価格が高騰した際には，ケニアの輸入の10％近くが小麦及びト
ウモロコシとなった。特にトウモロコシは，1996年度までおよそ17万米ドル前後の輸入額であっ
たが，市場価格が高騰したことや干ばつに伴う収穫量の減少のために輸入量を増大せざるを得なく
なり，1997年の輸入額が2億米ドル（前年比の約1，200倍）となってしまった。
　また穀物価格の上昇は国内市場全体でイソフレを誘発しているため，換金作物による収入が減少
する中で食糧価格を中心とした国内市場の物価上昇は，大多数が貧困層によって構成される換金作
物栽培農家の家計を圧迫することになった31。これら食糧に関連して引き起こされた問題に対して
27犬飼一郎［1976］，129ページ。
28児玉谷史朗［1985］，46ページ。
29Republic　of　Kenya［1969］，　pp．191－197．
30@1bid［1983］，　pp．177－178．
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　　　　図4　ケニアにおけるトウモロコシの在庫・輸入量及び市場価格の推移（t／US＄per　t）
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途上国における食糧増産を支援するため，先進諸国は農薬や肥料，農業機械等の購入を目的とする
食糧増産援助を1979年度よりケニアに対して行っている32。しかし，供与された援助がどのような
用途で使用され，結果的にどの程度の貢献に繋がったかなどの調査が十分に行われていないため，
ケニア政府がこれら援助を食糧増産に向けて投じていたかは不明確のままである33。食糧増産を主
体とした政策が農業政策の中心として実行されないまま21世紀を迎えたケニアは，国際市場にお
ける輸出作物の価格下落及び輸入食糧の価格高騰の板挟みに直面した。2005年度，食糧不足に陥
っている人口は国内全体で51％に達し，特に貧困等によって十分な食糧を得ることが出来ず危機
的状況に陥っている人々は全体の24％に上る34。2006年以降より顕著となった世界規模での食糧価
格高騰の要因として，国際連合食糧農業機関（Food　and　Agriculture　Organization：FAO）は，①
バイオエタノールの原料となるトウモロコシの価格が高騰，②原油等燃料価格の上昇に伴う生産・
輸送コストの増大，③中国・インドの急激な経済成長に伴う食糧需要の拡大，④干ばつに伴う生産
31ケニアの消費者価格はおよそ50％が食料品によって構成されているため，国内市場において発生したインフ
　レの影響は穀物を中心とする食料品価格に対して顕著に現れる。2001年に5．8％であったインフレ率は食料
　品価格の下落等に伴って2002年には2％にまで低下したものの，2003年の食糧価格高騰によってインフレ率
　は9．8％にまで上昇している。
32日本政府による対ケニア食糧増産援助の場合，1979年度より定期的に実施されている。その金額は1979～
　1988年で計63億円，1989～1999年で計94．2億円となっている。
33石井洋子［2008コ，147ページ。
34食糧不足の度合いは都市部と農村部で異なり，都市部では39％，農村部では57％となっている。また危機的
　状況に置かれている人々は，都市部人口の15％，農村部人口の22％に達している（Kenya　National　Bureau
　of　Statistics［2008］，P．　vil．）o
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量の減少及び在庫量の不足などを中心に様々な要因が複合的に発生したためとしている35。これら
要因に伴う食糧価格高騰の影響は，食糧輸入国が永続的に抱えなければならない不安要因であり，
特に途上国であるケニアはその影響を非常に強く受けるとともに，国内情勢が急速に不安定な状態
へと陥ることにもつながる。2007年末より発生した大統領選挙に伴う暴動は，各地で紛争問題が
発生するアフリカ諸国にあって比較的政情が安定した国家と見なされてきただけに，世界全体に衝
撃を与えた。しかしこの暴動は，大統領選挙において行われた不正選挙の問題が主な背景であると
ともに，他方で政府の不十分な食糧支援に対する人々の不満と重複して発生した食糧価格の上昇も
要因の一つと考えられる36。労働者の70％以上が農業に従事しているにも関わらず，それら農民が
栽培する農産物はコーヒーや紅茶，園芸作物などの換金作物が中心であるために，ケニアは恒常的
に食糧不足及び自給の問題と対峙しなければならない。
4．　まとめ
　独立後ケニアは，英国植民地期から継承されている換金作物栽培を経済構造の中心に据え，さら
にコーヒーの市場価格の高騰によって，70～80年代には年平均5．7％という高い経済成長率を達成
させた。しかし他方で換金作物栽培への特化は，企業による利益獲得の機会の搾取及び官僚や富裕
層による癒着を介した搾取の構造を生産者に強要し続けているため，一部の人々にのみ換金作物輸
出による利益が集中した。その上，コーヒーや紅茶などは市場価格によって左右されるため，生産
者は安定的な収入を得ることが出来ず，都市部の労働者に比べて低収入での生活環境に陥った。
　停滞するコーヒー産業から他産業への転換を逸早く推し進めたケニアは，世界最大の輸出量を誇
る紅茶産業，及び新規産業として切り花の対ヨーロッパ輸出を中心にその規模を着々と拡大させて
いる園芸作物産業という2大産業を中心として，更なる経済発展を目論んでいる。しかしなが
ら，外貨獲得の機会を拡大させる政策は，数値上の経済発展とは乖離した都市部一農村部間の格差
拡大及び食糧問題の悪化，社会的経済的基盤の欠如に伴う貧困というケニアの実態を助長させるだ
けである。外貨獲得源となるコーヒー，紅茶，除虫菊，バラなど換金作物への特化に伴って対象と
する農産物が切り替わったとしても，ケニア経済の実態は変化の様相を見ることはない。園芸作物
産業の拡大は，欧州企業の参入や市場移転が下部構造に位置する国内産業及び市場によって創出さ
れる利益を搾取するための新たな市場開拓にすぎない。政府は欧州企業等のケニア国内における事
業展開によって雇用機会が創出されるとの期待を抱いているが，近年見られるアフリカ諸国への多
国籍企業の進出では現地アフリカ人からの雇用よりも中国などアジアからの労働力を利用している
様相が見られる。
　ましてや食糧確保が困難となる中で，農民が食糧自給の達成よりも貨幣の獲得を優先させている
35食糧の市場価格が最も高騰した2008年上半期において，その上昇率は過去30年間で最も高い数値を示してい
　た。2008年の価格上昇率は2006年の76％，2007年の40％にまで上る（FAO［2009］，　pp．6－15．）。
36川端正久［2008］，70ページ。
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実態は，農業国に安定した成長をもたらすのだろうか。生産用地の多くを換金作物栽培に用いたこ
とでトウモロコシや小麦など食糧の生産は停滞し，さらには人口増加に伴って国内の食糧需要が拡
大したため，本来であれば国内で生産可能であった食糧を輸入するという事態にケニアは陥ってい
る。勿論，干ばつや疫病の影響によって生産量が低下したことにも起因するが，ケニアにおける食
糧不足問題は輸出用作物の生産特化に伴って食糧生産から換金作物生産への切り替えが促進したこ
とも要因の一つである。そして世界市場における穀物価格の高騰は，工業製品のみならず食糧にお
いても外部依存度を強めつつあるケニアのようなアフリカ諸国にとって大きな痛手となった。ケニ
アは，輸出作物のみならず輸入作物においても，以前にもまして市場価格に左右される状況に置か
れてしまった。未だ改善の兆しが見られない食糧問題や飢餓の問題を解決するためには，市場にお
ける投機的システムの規制など制度上の見直しを行うことも必要だが，まず基盤となる国内生産量
の増加，国内外の方針を自給率の増加を中心とする農業政策へ切り替え，そして物資の流通路を確
保するための国内イソフラの向上等を推し進める必要があるのではないだろうか。貿易の拡大と市
場経済の浸透は，ケニアに工業化や輸出作物栽培への特化及び経済成長をもたらす一方で，ケニア
が抱える問題を悪化させたとも捉えられる。程度の差はあるが，ケニアが抱える問題は特にアフリ
カ諸国を中心とする他の発展途上にある農業国においても垣間見ることが出来る。市場拡大や地域
統合が進展する中で，換金作物栽培の拡大と食糧自給の増大を同時に進めることは困難であろう。
また自由貿易の枠組みの中で，途上国が先進国及び多国籍企業によって搾取される構造から脱却す
ることも困難である。それらが困難であるとするならば，様々な問題が複合的に交錯する中に置か
れた今日の市場経済下にあって，途上国は決断を迫られている。つまり農業を中心とする途上国は
市場を拡大させるよりもむしろ国内基盤の整備に重点を置き，国内情勢を安定させた上で市場経済
と向き合うべきである。
　本稿は，経済成長から乖離した低所得者層を取り巻く搾取構造や食糧問題等を分析する上での前
段階として，一次産品経済及び貿易構造の概観を分析することに主眼を置いた。そのため，アフリ
カ諸国の構造的諸問題に関する分析が不十分となっているが，これら分析及び考察は今後の研究課
題としたい。
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